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就労支援事業の 課題と意義

社会的背景 、 具体的事例の 検討を踏まえて
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1 問題の 所在と分析対象

本発表は、就労支援事業が多様な担 い 手 により対

象層を拡充 して きた社会的背景を踏まえっ つ 、具体

的な事例の 検討を通じた課題 の 把握と、実際の 対応

の 中か ら社会的包摂に 向けたポ ジティブな意味合

い を引き出す ことを目的として い る。

　主 に若者を対象とした 自立 ・就労支援は、岩 田正

美 （『社会的排除
一

参 加 の 欠如・不確かな帰属』有菱

閣，2008 年．）が指摘するように、社会的包摂策と位

置付けられ なが ら、雇用を中心とした労働参加 を基

調とすることに より、支援に乗る人／乗れ ない 人、脱

落して しまう人などの 区別を生 み出し、新たな排除

にっ ながるとい う問題 をもたらしてしまっ て い る。

　しかしながら、ここ数年の就労支援の 動向を概観

すると、受け入れ対象者を幅広く設 定し、多様 な生

に 対す る支援を図る 動きを見 出すことが で きる。支

援の 担い 手 が 特定非営利活動法 人 （NPO ）や 協同

組合、自主事業体など多様で 、行政機関との 協働、

業務委託関係を通 じて事業を展 開するケ
ー

ス も増え

て い る 。 支援対象者の 経済的 自立 に 焦点が 当て ら

れがちだ っ た 以前の 就労支援の あり方と比較して 、

この ような動 向をまずは肯定的に捉えるべ きである、

そ して、実際の 活動で何が行 われ、どうい っ た課題

に直面して い るかを把握し、その 課題をどう乗り越え

て い ける の か 、支援者側 に焦点を当て た分析を行う

こ とで 、就労支援事業の意義を考察して い くことがで

きると考える。

◇分析対象の 選定

本発表では就労支援事業 e．、 重要な役割を担 っ て

い る NPO 法人に焦点を当て る。
一

口 に NPO 法人と

い っ ても、資本調 達力（自主事業に よる財源の 割合）、

所在す る地域 駐、活動規模などさまざま な事柄 が 活

動の ありように影 響を及 ぼして い る。 就労支援対象

者が幅広く、多様な来所者に充実した支援を展開す

るためには、人的物的資源が充実して い なくて はな

らない 。だが、実際に は 「就労」に 限定しない 活動で

あるほ ど 、 市場経済ベ ー
ス に は 乗りに くい がゆえに、

活動基盤は常に不安定1生を抱えざるを得ない。この

ことを勘案し、今回 の報告で は 幅広 い 支援対象者を

受け人れ つ っ 、行政か らの 委託事業を含め外部か

ら活動資金を調達し、都市部に所 在する（それ ゆえ

地域的なっ ながりを確保することが課題となっ て い

る状況 下での 支援を考えるうえで 適切な）就労支援

機関の事例を選定した。

2 選定事例の検討

　選定した就労支援機関は、発表者 自身が NPO 法

人の 理事として 関与して おり、ア クシ ョン リサーチ に

墓つ く活動状況 の 把握、課題を踏まえて 、論点 の 提

示を行うもの である。

2−1就労支援機関の 概要

こ の 就労支援機関は、首都圏の 政令指定都市に

所在する特定非営利活動法人 ユ ー
ス ポー

ト横濱

（2006 年に県 の 認証 を得て設 立）で ある。ユ
ー

ス ポ

ー
ト横濱は 、厚生労働省の 所轄施設を前身とし、当

時 の メン バ ー
に加 え、市の 委託事業に伴い 採用した

ス タッフ に より編成されて お り、2010年 7 月現在 40
名 （常勤 14 名、非常勤 16名 、ボラン ティア ス タッフ6

名、出向ス タッ フ 4名）で ある。行政側か らの 事業受

託金、同補助金、民間企業の 助成金、自主事業収

入、会員年会費などを収入源としてい るが、約 7 割

が国
・自治体からの 補助金 ・委託金 で ある。 組織内

に は 、支援対象者の 就労困難／可能性や、外 部機

関 へ の リフ ァ
ー

先や職業訓練受け入 れ 先の 開拓な

ど、目的に応じて 3 っ の 事業部と事務局 が 設けられ

てお り、 各事業部は、事業部統括（常勤）が配置され

て い る。

　ユ
ー

ス ポー
ト横濱は、就労支援を 口的とした活動

体 で あるが、「就労」とい う活動をつ なぎ手として 、 社

会生活を送る Lで 因難を抱える若者に対し、関係づ

くりを図ることを重視してい る。実際、多様 な背景を

抱える若者が来所して い る。従来の 就労支援機関の

前に は現れることがなか っ た、あるい は で きなか っ た

者が 多数利用して お り、たとえば、
一

般就労は困難

を伴うが、か とい っ て既存の 障審認定 の 基準に合致

せず、障害者枠で の 就労もで きない 層、「病」とい う

カ テ ゴ リ
ー

で 専門的な医療を受 ける対象とは異なる

層に該当する人たちも、関わ りを求め て支援機関を

訪れてい る。

2−2 意義を有するがゆえの課題

　幅広 い 層の 支援対象者の 対応を行っ て い ることは、
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生きることに困難を抱える者に対する社会的包摂に

向けて意義の ある活動と位置づ けるこ とができる。事

実、こ の 法人 の 活動の 社会的意義が行政や民間企

業に評価されてい るがゆえ に 、事業を受託し、そ の

ことで 社会的認知 度も高まっ てい る。しか し、Y の 就

労支援には、以下に示すような課題も浮かび上がっ

て い る。

  ス タッ フ の 中には 、多様な困難を抱える若者を対

象に した就労支援に対して今取り組んでい る活動 の

有効性や、組織全体の 活動 の なか で 果たす役割に

曖昧さを感じて い る者もい る。 また、来所者の 対応を

事実上 、
ス タッ フ の 個人 的判断に委ねて い る状況に

あるの で 、機関内で 抱え込ん で しまうケ
ー

ス も見られ

る。組織内で共有し、対応するための 判断枠組み が

不在で ある。

  若者 の 就労支援に関する政策が 矢継ぎ早 に 出さ

れ 、見切 り発車的な形で 行政サイドか ら委託を受け

る取組もあるため、組織 内の 人員編成や対応が場当

たり的なもの となり「突っ 走っ てきた」状態 にある。し

かも受託事業の 契約は通常単年度、長くて数年 の

期間ゆえ 、 長期的な展望を持ちにくい。

3 課題へ の取組とその意義

　まず、  に関して は、これまで既に実施 して い る

ス タッフ間ミーテ ィングや全体会などの 場を設けて意

見交流を促進す るだけでなく、組織体の マ ネージメ

ン ト上の 課題として取り組みを着手し始めてい る、事

業部 間 の 異動を踏まえて業務経験の 幅を持たせ る

ジョブ ロ
ー

テ
ー

シ ョン 制や、ス タッ フ の 相談者 へ の 対

応 を評価す るフ ォ
ー

マ ッ トの作成、勤務条件の 整備

等、人員を組織全体で 育成し評価することを通 じて、

就労支援の 在り方につ い て コ ン セ ンサスを図っ て い

こ うとい るね らい がある、職場の 配置換えや妥 当な

能力評価 の あり方とは何か 、クリア しなければならな

い 課題 はあるが、組織能力を高め っ つ ス タッ フ が納

得の い く就労支援の 場 で働ける環境づくりに 取り組

ん で い る点は 、就労支援事業の 質の 向上と持続性

を持たせ る上で 、大い に意義があるとい える。

　こ の 点は   の 課題 へ の 対応を考える kで も示唆

に富む 。 行政側 は 、 就労支援事業を委託した際に発

生する煩雑な事務処理や人員管理などが、どれ ほ

ど受託機関側 に負担を強い るもの か 、円滑な支援事

業に必要なノウハ ウを充分に把握して い るわ けで は

ない。それゆえ  に示した組織能力を高める取組を

通 じて就労支援事業の管理 ・運営の あり方を行 政側

に提示することで、行政側の配慮を引き出す潜在力

を有してい るとい える6

　加えて、資金調達をめぐる当面 の 対応策として の

「就労」支援とい う戦略を用い て い ることも注 目す べ

きで ある。社会貢献活 動の
一

環として若者の就労支

援事業に営利企業が活動資金 を提供し、行政サイド

も就労支援事業の 説明責任を果たす上で 活動成果

を要求して い る。この ような現状で 、最も説得力ある

指標とみ なされて い るの が 、 利用者がどれだけ就労

できてい るの か 、に関するデータで ある。この デ
ー

タ

を産出する ため の 取組を充実させるこ とで 資金を確

保し、な か なか 就労達成に結び 付か ない 層 へ の 支

援に、人的・物的資源を充当させ るとい う取 り組みを

実施してい る、この ような戦略を実施することが でき

るの も、幅広 い 来所者を受け入れ 、就労達成に特化

しない 活動をして い るが ゆ え に可能なの で ある。

4 就労支援事業の今後に向けて

　社会的包摂に 向けて の 就労支援 の 位置づ けは、

支援の 対象者の 中には段階的なス テ ッ プを踏め る

者もい ればそうで ない 者もい るし、どうい っ た関わ り

方を形成で きるかも多様で あるとい う点で 、さまざま

な人 々 の 混在を許容する場で あることを要請して い

る。支援者と支援の 対象者が互 い に働きか け、働き

か けられる関係性が継続しうる環境をい か にして確

保で きるの か。本発 表で示す、ユ
ー

ス ポート横濱に

お ける組織運営上 の 課題とそ の 取組を議論 の 俎上

に乗せ る意義は決して 小さくない
。

　もちろん、雇用に限定されない 関係づくりを行う活

動が多様に存立して い ることを許容しつ つ も、活動

が乱立し、利用側の 基本的なニ
ーズすら充足されな

い 状態は回避されなくて はならな い
。 たとえば、生き

てい くため に必要な手段を提供し、生活が保障され

るため の サ
ービ ス を享受できるようなル ール の制定

と、その 枠組み の もとで活動が展開されるこ とが求め

られ よう。

就労支援機 関の 活動を通 じて 把握で きることは、

労働する（できる）主体は 、 私たちが思っ てい るほど

段階的なス テッ プを踏まえて産出されるほ ど明確な

過程として描くことは で きな い とい うこ とである。もち

ろん 、こ の こ とは職業訓練や就労プ ロ グラム が 不要

で あることを意味しな い 。 人 々 にとっ て基本的なニ ー

ズ とは何か、どうい っ た内容となる の か 、
一
律に定め

られるもの で はな い ゆえに、不断に検討してい くこと

が必要とな っ て くる。
「就労」とい う関わり方 の 社会的

位置づ けを問い つ つ 、研究者には実践家との 協働

を踏まえて実践上 の 課題や成果に つ い て 、平易な

言葉で社会に向け て発信 してい くことが求められて

い るの で はない だろうか 。

※本発表は 、平成 20−22 年度・日本 学術振興会科学研究費捕助金基

盤研究（C ）「市場化・分権化時代 の 就業 支援政策の 有意 1va1生と公 共性

に関する教育・労働社会軸 丿研 究」（研究代表者 ：筒井美紀、課題番号

20530786）に よる成果の
一

部 で ある。
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